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 青色申告書を提出する法人が適用対象年度において取得等(注)をした生産等資産でその適用対象

年度終了の日において有するものの取得価額の合計額が次のイの金額及びロの金額のいずれの金

額も超える場合において、当該法人がその生産等資産のうちその製作の後事業の用に供されたこ

とのない機械及び装置をその適用対象年度において国内の事業の用（貸付けの用を除きます。）に

供したときは、その機械及び装置の取得価額の 30％相当額の特別償却（法人税額の特別控除との

選択適用）ができることとされました（措法 42の 12の２①）。 

イ 法人がその有する減価償却資産につき適用対象年度においてその償却費として損金経理をし

た金額 

ロ 比較取得資産総額の 110％に相当する金額 

(注) 取得等とは、取得又は製作若しくは建設をいい、合併、分割、贈与、交換、現物出資若しくは現物分配に

よる取得又は代物弁済としての取得を除きます（措法 42 の 12 の２①、措令 27 の 12 の２①）。以下１にお

いて同じです。 
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Ⅰ 減価償却に関する改正 

第１編 租税特別措置法等に関する改正 

〔創設された制度の概要〕 

１ 国内の設備投資額が増加した場合の機械等の特別償却制度の創設  

《イメージ図》 
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⑴ 適用対象年度 

本制度の適用対象年度は、平成 25 年４月１日から平成 27 年３月 31 日までの間に開始する各

事業年度です。ただし、設立の日を含む事業年度、合併以外の事由による解散の日を含む事業

年度及び清算中の各事業年度を除きます（措法 42 の 12 の２①③一）。 

⑵ 適用対象資産 

本制度の適用対象資産は、生産等資産のうち機械及び装置で、その製作の後事業の用に供さ

れたことのないものです（措法 42 の 12 の２①）。 

なお、生産等資産とは、一又は二以上の生産等設備を構成する減価償却資産で、国内の事業

の用に供される機械及び装置、建物及びその附属設備、構築物、船舶、航空機、車両及び運搬

具並びに工具、器具及び備品をいいます（措法 42 の 12 の２①、措令 27 の 12 の２②、法令 13

一～七）。 

 ⑶ 適用要件 

本制度の適用を受けるためには、適用対象年度において取得等をした生産等資産でその適用

対象年度終了の日において有するものの取得価額の合計額が次のイの金額及びロの金額のいず

れの金額も超えていることが必要です（措法 42 の 12 の２①）。 

イ 法人がその有する減価償却資産につき適用対象年度においてその償却費として損金経理を

した金額 

償却費として損金経理をした金額は、法人の有する全ての減価償却資産について償却

費として損金経理をした金額です。この金額には、次の①の金額を含み、②及び③の金

額を含みません（措法 42 の 12 の２①③二）。 

① 損金経理の方法又は適用対象年度の決算の確定の日までに剰余金の処分により積立

金として積み立てる方法により特別償却準備金として積み立てた金額 

② 生産等資産のうち本制度の対象となる機械及び装置の普通償却限度額を超えてその

機械及び装置につき償却費として損金経理をした金額（特別償却に関する他の規定（措

法 42 の５①等）の適用により損金の額に算入される金額を除きます。） 

③ 法第 31 条第４項((損金経理額に含まれる金額))の規定により損金経理額に含むもの

とされる金額 

ロ 比較取得資産総額の 110％に相当する金額   

比較取得資産総額とは、適用対象年度開始の日の前日を含む事業年度（以下「前事業

年度」といいます。）においてその法人が取得等をした生産等資産でその前事業年度の終

了の日において有するものの取得価額の合計額をいいます（措令 27 の 12 の２③）。 

 なお、前事業年度の月数と適用対象年度の月数とが異なる場合には、その合計額に適

用対象年度の月数を乗じてこれを前事業年度の月数で除して計算した金額になります。 

⑷ 特別償却限度額 

  本制度による特別償却限度額は、次の算式により計算します（措法 42 の 12 の２①）。 

 

  

  

 

  

 

特別償却限度額  ＝  機械及び装置の取得価額  × ３０％  

(算 式) 
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イ 本制度の適用を受けるためには、確定申告書等に本制度の対象となる機械及び装置の償

却限度額の計算に関する明細書を添付する必要があります（措法 42 の 12 の２⑤）。 

ロ 所有権移転外リース取引（法令第 48 条の２第５項第５号に規定する所有権移転外リース

取引をいいます。以下同じです。）により取得した機械及び装置については、本制度の適用

はありません（措法 42 の 12 の２④）。 

《連結納税制度》 

  連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68の 15の３）。 

 〔適用時期〕 

  平成 25年４月１日以後に開始する事業年度分の法人税について適用されます（改正法附則 61）。 

  

 

 

 

  

特定中小企業者等が、平成 25 年４月１日から平成 27 年３月 31 日までの間に、経営改善設備で

その製作若しくは建設の後事業の用に供されたことのないものを取得し、又は経営改善設備を製

作し、若しくは建設して、これを国内の一定の事業の用（貸付けの用を除きます。以下「指定事

業の用」といいます。）に供した場合には、供用年度においてその経営改善設備の取得価額の 30％

相当額の特別償却（特定中小企業者等のうち一定のもの（13ページⅡ２⑴参照）については法人

税額の特別控除との選択適用）ができることとされました（措法 42 の 12 の３①）。 

 

 

 

 

 

 

【特定中小企業者等】

（一定の特定中小企業者等は選択可）

特別償却

30％

特別税額控除

７％

指定事業の用に供用

経営改善設備
指導及び助言を受けた旨を明らかにする書類に

記載された次の資産のうち( )の規模のもの

・器具備品

(一台又は一基の取得価額が30万円以上)

・建物附属設備

(一の取得価額が60万円以上)

２ 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の特別償却制度の創設  

申告に当たっての注意点 

《イメージ図》 

 

〔創設された制度の概要〕 
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⑴ 適用対象法人 

   本制度の適用対象法人である特定中小企業者等とは、中小企業者(注１)又はこれに準ずる一定

の法人(注２)のうち、中小企業新事業活動促進法第 17 条第２項の認定経営革新等支援機関（これ

に準ずる一定のもの(注３)を含みます。以下「認定経営革新等支援機関」といいます。）による経

営の改善に関する指導及び助言（以下「指導及び助言」といいます。）を受けた旨を明らかにす

る書類(注４)の交付を受けた青色申告書を提出する法人をいいます（措法 42 の 12 の３①、措令

27 の 12 の３①②、措規 20 の８①）。 

(注) １ 中小企業者とは、次の法人をいいます（措法 42 の４⑥⑫五、措令 27 の４⑩）。 

イ 資本金の額又は出資金の額が１億円以下の法人のうち次に掲げる法人以外の法人 

ⅰ その発行済株式又は出資の総数又は総額の２分の１以上が同一の大規模法人 (※)の所有に属して

いる法人 

ⅱ ⅰのほか、その発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の２以上が大規模法人 (※)の所有に属し

ている法人 

 (※ ) 資本金の額若しくは出資金の額が１億円を超える法人又は資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使

用する従業員の数が 1,000 人を超える法人をいい、中小企業投資育成株式会社を除きます。 

ロ 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が 1,000 人以下の法人 

２ 中小企業者に準ずる一定の法人とは、中小企業等協同組合（中小企業団体中央会に該当するものを

除きます。）、出資組合である商工組合、商店街振興組合、農業協同組合、漁業協同組合及び森林組合

（13ページⅡ２⑴において「中小企業等協同組合等」といいます。）をいいます（措令 27 の 12 の３②）。 

３ 中小企業新事業活動促進法第 17 条第２項の認定経営革新等支援機関に準ずる一定のものとは、同項

の認定経営革新等支援機関が行う指導及び助言に準ずる指導及び助言を行うことができる法人として

厚生労働大臣、農林水産大臣及び経済産業大臣が財務大臣と協議して指定するものをいい、具体的に

は次のものが該当します（措令 27 の 12 の３①、平 25 厚生労働省・農林水産省・経済産業省告示第１

号）。 

告 示 で 指 定 さ れ た 法 人 

① 生活衛生同業組合 

② 生活衛生同業小組合 

③ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第 57 条の３第１項の規定により指

定された都道府県生活衛生営業指導センター 

④ 農業協同組合（その組合員（農業協同組合法第 12 条第１項第３号に掲げる者を除きます。）

に対し指導及び助言を行う場合におけるその農業協同組合に限ります。） 

⑤ 農業協同組合連合会（農業協同組合法第 10 条第１項第３号又は第 10 号の事業を行う農業協

同組合連合会を除きます。） 

⑥ 農業協同組合中央会 

⑦ 漁業協同組合（その組合員（水産業協同組合法第 18 条第５項第４号に掲げる者を除きます。）

に対し指導及び助言を行う場合におけるその漁業協同組合に限ります。） 

⑧ 漁業協同組合連合会（水産業協同組合法第 87 条第１項第３号又は第４号の事業を行う漁業協

同組合連合会を除きます。） 

⑨ 都道府県農業会議 

⑩ 森林組合（その組合員（森林組合を除きます。）に対し指導及び助言を行う場合におけるそ

の森林組合に限ります。） 

⑪ 森林組合連合会 

⑫ 都道府県中小企業団体中央会 

⑬ 商工会議所 

⑭ 商工会 

⑮ 商店街振興組合連合会 

４ 認定経営革新等支援機関による指導及び助言を受けた旨を明らかにする書類とは、認定経営革新等

支援機関が交付する次の事項が記載された書類をいいます（措規 20 の８①）。 

記    載    事    項 

① 認定経営革新等支援機関の氏名又は名称及び代表者の氏名並びに住所又は所在地 

② 認定経営革新等支援機関による指導及び助言を受けた法人の名称及び納税地並びに代表者の

氏名 

③ 指導及び助言を行った年月日（指導及び助言を２日以上継続して行った場合には、その指導

及び助言を実施した期間）並びにその指導及び助言の内容 

④ 指導及び助言に基づき、その指導及び助言を受けた法人が取得し、又は製作し、若しくは建

設した器具及び備品並びに建物附属設備の明細 

⑤ その他参考となるべき事項 
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 ⑵ 適用対象資産 

本制度の適用対象資産である経営改善設備とは、上記⑴の指導及び助言を受けた旨を明らか

にする書類に記載された器具及び備品並びに建物附属設備で、それぞれ次に掲げる規模のもの

をいいます（措法 42 の 12 の３①、措令 27 の 12 の３③）。 

  イ 器具及び備品･･････一台又は一基の取得価額が 30 万円以上 

  ロ 建物附属設備･･････一の取得価額が 60 万円以上 

⑶ 適用対象事業 

   本制度の適用対象事業である指定事業とは、卸売業、小売業、農業、林業、漁業、水産養殖

業、情報通信業（特定情報通信業（７ページⅠ３⑶ロ(注)参照）を除きます。）、一般旅客自動車

運送業、道路貨物運送業、倉庫業、港湾運送業、こん包業、損害保険代理業、不動産業、物品

賃貸業、専門サービス業、広告業、技術サービス業、宿泊業、料理店業その他の飲食店業、洗

濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービス業、社会保険・社会福祉・介護事業、そ

の他一定のサービス業をいいます（措法 42の 12の３①、措令 27の 12の３④、措規 20の８②）。 

   なお、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風俗営業

に該当する事業(注)又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当する事業は、指定事業

から除きます（措規 20 の８③）。 

(注) 以下の事業は、この風俗営業に該当する事業から除きます（措規 20 の８③）。 

イ 旅館業及びホテル業 

ロ 生活衛生同業組合の組合員が行う料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブその他これらに類する事業  

 ⑷ 供用年度 

  本制度の適用がある供用年度は、経営改善設備を指定事業の用に供した日を含む事業年度で

す。ただし、合併以外の事由による解散の日を含む事業年度及び清算中の各事業年度を除きま

す（措法 42 の 12 の３①）。 

⑸ 特別償却限度額 

  本制度による特別償却限度額は、次の算式により計算します（措法 42 の 12 の３①）。 

   

 

     

 

 

イ 本制度の適用を受けるためには、確定申告書等に経営改善設備の償却限度額の計算に関

する明細書並びに上記⑴の指導及び助言を受けた旨を明らかにする書類の写しを添付する

必要があります（措法 42 の 12 の３⑦、措令 27 の 12 の３⑦、措規 20 の８④）。 

ロ 所有権移転外リース取引により取得した経営改善設備については、本制度の適用はあり

ません（措法 42 の 12 の３⑥）。 

 

《連結納税制度》 

  連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68の 15の４）。 

  

〔適用時期〕 

平成 25 年４月１日以後に取得又は製作若しくは建設をする経営改善設備について適用されま

す（改正法附則 66、79）。 

 

申告に当たっての注意点 

特別償却限度額  ＝  経営改善設備の取得価額  × ３０％  

(算 式) 
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青色申告書を提出する法人で電気通信基盤充実臨時措置法の実施計画について認定を受けたも

のが、平成 25 年４月１日から平成 27 年３月 31 日までの間に、その実施計画に記載された特定信

頼性向上設備でその製作若しくは建設の後事業の用に供されたことのないものを取得し、又は特

定信頼性向上設備を製作し、若しくは建設して、これを事業の用（貸付けの用を除きます。）に供

した場合において、一定の要件を満たすときは、その用に供した日を含む事業年度においてその

特定信頼性向上設備の取得価額の 15％相当額の特別償却ができることとされました（措法 44 の

５①）。 

⑴ 適用対象法人 

本制度の適用対象法人は、青色申告書を提出する法人で電気通信基盤充実臨時措置法第４条

第１項に規定する実施計画について同項の認定を受けたものです（措法 44 の５①）。 

⑵ 適用対象資産   

本制度の適用対象資産である特定信頼性向上設備とは、上記⑴の認定を受けた実施計画に係

る信頼性向上施設整備事業により整備される一定の信頼性向上施設を構成する減価償却資産の

うち、電磁的記録の保管及び電磁的記録に記録された情報の電磁的方法による提供の事業の用

に供されるものとして総務大臣が財務大臣と協議して指定するものをいい、具体的には次のイ

からニまでの資産が該当します（措法 44 の５①、措令 28 の８①③、平 25 総務省告示第 204

号）。 

イ サーバー用の電子計算機（これと同時に設置する附属の補助記憶装置又は附属の電源装置

を含みます。） 

ロ サーバー用のオペレーティングシステム（ソフトウエア（電子計算機に対する指令であっ

て一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいいます。ロにおいて同じです。）

の実行をするために電子計算機の動作を直接制御する機能を有するソフトウエアをいいま

す。） 

ハ 非常用電源装置（非常用発電機又は無停電電源装置から構成され、通常受けている電力の

供給が停止した場合において当該非常用発電機又は当該無停電電源装置が設置された施設に

電力を供給する装置をいい、イに掲げるサーバー用の電子計算機に電力を供給するものに限

ります。） 

ニ ルーター（通信プロトコルに基づき、電気通信信号を伝送し、その経路を制御する機能を

有するものをいいます。）又はスイッチ（通信プロトコルに基づき、電気通信信号を伝送し、

その経路を選択する機能を有するものをいいます。） 

また、所有権移転外リース取引により取得した特定信頼性向上設備については、本制度の適

用はありません（措法 44 の５①）。 

⑶ 適用要件 

本制度は、その事業の用に供した特定信頼性向上設備につき次のイ及びロの要件のいずれに

も該当する旨を総務大臣が証する書類を確定申告書等に添付することにより証明がされた場合

に適用を受けることができます（措法 44 の５①、措令 28 の８②）。 

 イ 専ら、電磁的記録に記録された情報について複製（電磁的記録によるものに限ります。）を

作成し、及び保管し、並びに災害等の事情によりその情報の利用に支障が生じた場合におい

てその複製を電磁的方法により提供するためのものであること 

 

３ 特定信頼性向上設備の特別償却制度の創設  

 

〔創設された制度の概要〕 
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 ロ 法人が次のいずれの区分に該当するかに応じそれぞれ次の要件を満たすこと 

区       分 要                          件 

① 多極分散型国土形成促

進法第22条第１項に規定

する東京圏（以下「東京圏」

といいます。）内に設置さ

れた施設及び東京圏以外

の地域内に設置された施

設を利用して特定情報通

信業(注)を行う法人 

ⅰ その特定信頼性向上設備が東京圏以外の地域内において新設又は

増設をしたその法人の特定情報通信業 (注)の用に供する一の生産等設

備を構成するものであること 

ⅱ 次のいずれも満たすこと 

(ⅰ)  

 

  
(※) 建物及びその附属設備、構築物、機械及び装置、船舶、航空機、車両及 

び運搬具並びに工具、器具及び備品に限ります。 
(ⅱ) 特定信頼性向上設備の取得価額の合計額  ≧ ５億円 

② ①の法人以外の特定情

報通信業(注)を行う法人 

その特定信頼性向上設備が東京圏以外の地域内において新設又は増

設をしたその法人の特定情報通信業 (注)の用に供する一の生産等設備を

構成するものであること 

  (注) 特定情報通信業とは、情報通信業のうち、自己の電子計算機の情報処理機能の全部又は一部の提供

を行う事業をいいます（措規 20 の 15②）。 

⑷ 特別償却限度額 

本制度による特別償却限度額は、次の算式により計算します（措法 44 の５①）。 

   

     

 

 

 本制度の適用を受けるためには、確定申告書等に償却限度額の計算に関する明細書及び上

記⑶の書類を添付する必要があります（措法 44 の５①②、措令 28 の８②）。 

 

 《連結納税制度》  

  連結納税制度においても、上記と同様の措置が講じられています（措法 68の 26）。 

  

〔適用時期〕 

平成 25 年４月１日以後に取得又は製作若しくは建設をする特定信頼性向上設備について適用

されます（改正法附則 67②、80②）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申告に当たっての注意点 

そ の 一 の 生 産 等 設 備 を 構 成 す る 
減 価 償 却 資 産(※)の取得価額の合計額  

特定信頼性向上設備の取得価額の合計額 
≧ 20％ 

特別償却限度額  ＝  特定信頼性向上設備の取得価額  × １５％  

(算 式) 
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○ その他、減価償却制度について、次の改正が行われました。 

改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

⑴ 耐用年数の見直し

（耐用年数省令別表

第二、改正耐用年数

省令附則②） 

○ 耐用年数省令別表第二の番号１から54までの区分によることの

できないブルドーザー、パワーショベルその他の自走式作業用機

械設備について、その耐用年数が８年（改正前17年）に短縮され

ました。 

平25.４.１以後に開始

する事業年度分の法

人税について適用さ

れ、同日前に開始し

た事業年度分の法人

税については、従来ど

おり適用されます。 

⑵ エネルギー環境負

荷低減推進設備等を

取得した場合の特別

償却 （ 措法 42の５①

⑥、68の10①⑥、措令

27の５③④、 39の 40

①、改正法附則 64①

③、76①③、平23財務

省告示第219号、平25

財務省告示第99号） 

 

（措法42の５⑨、68の

10⑨、改正法附則64

④、76④） 

(措法42の５①、措令

27の５②⑥、39の40

①～③、措規20の２

②、22の24②、改正

法附則64②、76②、改

正措令附則17、23、平

23財務省告示第 219

号、平25財務省告示

第99号） 

○ 即時償却の措置について、次のとおり見直しが行われました。 

イ 対象設備に熱電併給型動力発生設備（いわゆるコージェネレ

ーション設備）が追加されました。 

   

 

 

 

ロ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

○ 30％の特別償却の措置について、適用期限が平成28年３月31

日まで２年延長されました。 

○ 適用対象設備について、次のとおり見直しが行われました。 

イ 国又は地方公共団体からの補助金等をもって取得等をしたも

のが除外されました。 

 

ロ その他、以下の見直しが行われました。 

区 分 見 直 し の 内 容 

新エネルギー利

用設備等 

中小水力発電設備、下水熱利用設

備が追加されました。 

二酸化炭素排出

抑制設備等 

高効率電気式高周波金属溶解炉が

除外されるとともに、定置用蓄電設

備が追加される等の見直しが行われ

ました。 

エネルギー使用

合理化設備 

本制度の適用対象設備から除外さ

れましたが、高断熱窓設備、氷蓄熱

式冷凍機組込型空気調和機及び一

定の照明設備は上記の二酸化炭素

排出抑制設備等として引き続き存置

されました。 
 

 

平25.４.１以後に取得

等をするものについて

適用され、同日前に

取得等をしたものにつ

いては、従来どおり適

用されます。 

― 

― 

 

 

平25.４.１以後に取得

等をするものについて

適用されます。 

平25.４.１以後に取得

等をするものについて

適用され、同日前に

取得等をしたものにつ

いては、従来どおり適

用されます。 

 

⑶ 国際戦略総合特別

区域において機械等

を取得した場合の特

別償却（措法42の11①

一、68の15①、措令27

の11①②、39の45①、

措規20の６②、改正法

附則65、77） 

○ 対象資産について、専ら開発研究（新たな製品の製造若しくは

新たな技術の発明又は現に企業化されている技術の著しい改善

を目的として特別に行われる試験研究をいいます。）の用に供さ

れる器具及び備品で一台又は一基の取得価額が1,000万円以

上のものが追加されました。 

  

  

平25.４.１以後に取得

等をするものについて

適用されます。 

⑷ 特定設備等の特別

償却（措法43①表二、

68の16①表二、改正

法附則67①、80①） 

 

 

 

 

 

（平25国土交通省告

示第340号） 

○ 船舶の特別償却制度について、次のとおり見直しが行われまし

た。 

イ 外航船舶 

(ｲ) 対象設備から対外船舶運航事業を営む法人の日本船舶

による収入金額の課税の特例の適用を受ける法人が取得等

をする日本船舶及びその子会社が取得等をする日本船舶以

外の外航船舶が除外されました。 

 

 

(ﾛ) 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の規定によ

り二酸化炭素の排出量の削減が義務化される船舶の環境へ

 

 

 

平25.４.１以後に取得

等をするものについて

適用され、同日前に

取得等をしたものにつ

いては、従来どおり適

用されます。 

平25.４ .１から適用さ

れます。 

４ その他  
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改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

 

 

（平25国土交通省告

示第340号） 

（昭48大蔵省告示第

69号、平25財務省告

示第100号） 

の負荷の低減に係る要件がエネルギー効率設計指標による

要件とされました。 

ロ 内航船舶に係る設備要件について、サイドスラスターの設置

が必須要件とされました。 

ハ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

 

 

同上 

 

― 

 

⑸ 関西文化学術研究

都市の文化学術研究

地区における文化学

術研究施設の特別償

却（措法43の２①、68

の17①） 

○ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 ― 

 

 

 

 

⑹ 共同利用施設の特

別償却 （措法 44の３

①、68の24①） 

○ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 ― 

⑺ 特定農産加工品生

産設備等の特別償却

（措法44の４②、68の

25②） 

○ 新用途米穀加工品等製造設備に係る措置について、適用期限

が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

― 

⑻ 特定高度通信設備

の特別償却 （旧措法

44の５、68の26、旧措

令28の８、39の53、旧

措規20の15の２、22の

37の２、改正法附則67

③、80③、平25総務省

告示第156号） 

○ 本制度は廃止されました。 平25.４.１前に取得等

をした特定高度通信

設備については、従

来どおり適用されま

す。 

⑼ 特定地域における

工業用機械等の特別

償却（措法45①一、②

③、68の27②③、措令

28の９⑪～○21 、39の56

②～⑧、措規20の16、

22の37、改正法附則

67④⑤、80④⑤、平25

総務省・農林水産省・

国土交通省告示第１

号、平25総務省・農林

水産省・国土交通省

告示第２号） 

○ 半島振興対策実施地域、離島振興対策実施地域及び奄美群

島に係る特別償却の措置については、対象地区内において、適

用期間内に対象設備の取得等（資本金の額等が5,000万円超の

法人については、新増設に係る対象設備の取得等に限ります。）

をして対象事業の用に供した場合 (注)には、その用に供した日以

後５年内において、対象資産につき割増償却ができる措置に改

組されました。この改組後の割増償却に係る措置の内容は次表

のとおりです。 

   なお、割増償却の対象となった地区については、過疎地域及

び振興山村に係る特別償却の対象地区から除かれています。 
  (注) 産業投資促進計画（対象地区内の市町村の長が策定する産業の

振興に関する計画をいい、産業の振興に資する計画の基準として総
務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣が定める基準を満たすも
のをいいます。次表において同じです。）に記載された事項に適合す

ることにつきその計画を策定した市町村の長の確認がある場合に限り
ます。 

平25.４.１以後に取得

等をするものについて

適用され、同日前に

取得等をしたものにつ

いては、従来どおり適

用されます。 
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改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

 

 

 改正後 

区  分 
半島振興対策実施  

地 域 に係 る措 置  

離島振興対策実施  

地 域 に係 る措 置  
奄美群島に係る措置  

対象地区 

半島振興対策実施地域とし

て指定された地区内の市町

村の長が策定する産業投資

促進計画に係る地区として関

係大臣が指定する地区 

離島振興対策実施地域とし

て指定された地区内の市町

村の長が策定する産業投資

促進計画に係る地区として関

係大臣が指定する地区 

奄美群島の市町村の長が策

定する産業投資促進計画に

係る地区として関係大臣が指

定する地区 

対象事業 

製造業、農林水産物等販売

業、旅館業及び情報サービ

ス業等のうち、産業投資促進

計画に記載された事業 

同左 同左 

対象設備 

対象事業の用に供する設備

で、その一の設備を構成する

減価償却資産（無形固定資

産及び生物を除きます。）の

取得価額の合計額が次に掲

げる金額以上のもの 

・製造業、旅館業：500万円

（資本金の額等が1,000万

円超5,000万円以下の法人

は1,000万円、資本金の額

等が5,000万円超の法人は

2,000万円） 

・農林水産物等販売業、情

報サービス業等：500万円 

対象事業の用に供する設備

で、その一の設備を構成する

減価償却資産（無形固定資

産及び生物を除きます。）の

取得価額の合計額が次に掲

げる金額以上のもの 

・製造業、旅館業：500万円

（資本金の額等が5,000万

円超１億円以下の法人は

1,000万円、資本金の額等

が１億円超の法人は2,000

万円） 

・農林水産物等販売業、情

報サービス業等：500万円 

同左 

対象資産 

対象設備を構成する減価償

却資産のうち次に掲げるもの 

・機械及び装置 

・建物及びその附属設備 

・構築物 

同左 同左 

割増償却率 

32％ 

（建物及びその附属設備並

びに構築物については、

48％） 

同左 同左 

適用期間 

平成25年４月１日から平成27

年３月31日まで(※) 

(※) 期間内に半島振興対策実施

地域として指定された地区に該

当しないこととなった地区につ

いては、その該当しないこととな

った日までの期間 

平成25年４月１日から平成27

年３月31日まで(※) 

(※) 期間内に離島振興対策実施

地域として指定された地区に該

当しないこととなった地区につい

ては、その該当しないこととなっ

た日までの期間 

平成25年４月１日から平成26

年３月31日まで(※) 

(※) 期間内に奄美群島に該当し

ないこととなった地区について

は、その該当しないこととなった

日までの期間 

 

（措令28の９①一） ○ 過疎地域に係る措置及び振興山村に係る措置について、適用

期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

― 

⑽ 医療用機器等の特

別償却 （平 21厚生労

働省告示第248号、平

25厚生労働省告示第

95号） 

 

 

 

 

 

 

○ 対象機器について、次のとおり見直しが行われました。 

対 象 機 器 見 直 し の 内 容 

高度・先進医療

の提供に資する 

医療用機器 

（除外）52機器 

・核医学診断用据置型ガンマカメラ 

・高頻度人工呼吸器 

・眼科用レーザ光凝固装置プローブ 

・血液濾過用装置 など 

（追加）17機器 

・線形加速器システム 

・補助人工心臓駆動装置 

・多用途血液処理用装置 など 

平25.４ .１から適用さ

れます。 
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改 正 事 項 改 正 の 内 容  適 用 時 期 等 

 

 

 

 

 

（措法45の２①、68の

29①） 

医療の安全の

確保に資する医

療用機器 

（除外） 

・生体情報モニタ 

・自動錠剤分包機 

・調剤誤認防止装置 

・分娩監視装置 

○ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

 

 

 

 

 

― 

⑾ 支援事業所取引金

額が増加した場合の

３年以内取得資産の

割増償却（措法46の２

①、68の32①） 

○ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 ― 

⑿ サービス付き高齢

者向け賃貸住宅の割

増償却（措法47①二、

68の34①二、改正法

附則67⑥、80⑥） 

 

 

（措法 47①、 68の 34

①） 

○ 平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間に取得等をす

る対象資産の割増償却率が次のとおり引き下げられました。 

 区 分 改正前 改正後 

耐用年数が35年未満のもの 28％ 14％ 

耐用年数が35年以上のもの 40％ 20％ 

 

○ 適用期限が平成28年３月31日まで３年延長されました。 

 

平25.４.１以後に取得

又は新築をするものに

ついて適用され、同日

前に取得又は新築を

したものについては、

従来どおり適用されま

す。 

― 

⒀ 特定再開発建築物

等の割増償却 （措法

47の２③一、68の35③

一、措令29の５①、39

の64①、改正法附則

67⑦⑧、80⑦⑧） 

  

（措法47の２①③二、

68の35①③二、改正

法附則67⑦⑧、80⑦

⑧） 

（旧措法47の２③三、

旧措令29の５④⑤、旧

措規20の21④三、改

正法附則67⑧、80⑧、

改正措令附則18、24、

改正措規附則５、７） 

（措法47の２①、68の

35①） 

○ 都市再開発法の施設建築物のうち地上階数４以上の中高層の

耐火建築物であるものに係る措置について、対象となる建築物が

施行区域の面積が5,000㎡以上である一定の市街地再開発事業

によって建築されるものに限定されました。 

 

 

 

○ 都市再生特別措置法の認定計画に基づく都市再生事業により

整備される建築物に係る措置について、特定都市再生緊急整備

地域以外の都市再生緊急整備地域内において整備されるものの

割増償却率が、40％（改正前50％）に引き下げられました。 

○ 高齢者等移動等円滑化法の特別特定建築物に係る措置が廃

止されました。 

 

 

 

 

○ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

平25.４.１以後に取得

又は新築をするものに

ついて適用され、同日

前に取得又は新築を

したものについては、

従来どおり適用されま

す。 

同上 

 

 

 

平25.４.１前に取得又

は新築をした特別特

定建築物について

は、従来どおり適用さ

れます。 

 

― 

⒁ 倉庫用建物等の割

増償却 （平 21国土交

通省告示第375号、平

25国土交通省告示第

329号） 

 

 

 

 

 

 

 

（措法 48①、 68の 36

①） 

○ 倉庫用建物等の要件について、次のとおり見直しが行われまし

た。 

区 分 見 直 し の 内 容 

倉庫用建物等

の設備要件 

・ 垂直型連続運搬装置の対象にワイヤ

ーロープにより駆動するものが追加され

ました。 

・ 搬出貨物表示装置を有するものが対

象に追加されました。 

倉庫用建物等

の機能要件 

次の機能を有することが追加されました。 

・ 非常用データ保存機能 

・ 非常用通信機能 

・ 非常用電源機能 

○ 適用期限が平成27年３月31日まで２年延長されました。 

平25.４ .１から施行さ

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

 


